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ま え が き 

 

近年、サービス経済化、情報化の進展による産業構造の変化を背景に、企業の長期雇用慣

行や年功的賃金体系に関する意識は変化し、能力・成果主義を志向した賃金制度の導入など、

人事管理面の個別化が進んでいる。一方、労働者については、非正規雇用で働く労働者の増

大や、仕事と生活の調和を求める意識の高まりなど、就業形態や就業意識が多様化している。 

このように、労働契約を取り巻く状況が大きく変化している中で、平成 20 年 3 月に労働

契約法が施行された。当機構では、厚生労働省からの要請を受けて、法制定に先立つ基礎資

料作成のため、労働契約をめぐる実態に関する調査を平成 16 年（2004 年）の 10 月、11 月

に 2 度に分けて実施した。その結果は、関係の研究会で報告されたのをはじめ、各方面で活

用していただいたところである。 

今般、当機構では、2004 年に実施した調査項目を踏まえ、労働条件の設定・変更、労働条

件の展開など労働契約をめぐる実態を定点観測的に明らかにすることを目的に、2013 年 9

月、アンケート調査（企業調査）を実施した。 

本調査に回答いただいた企業の方々にはこの場を借りて改めて感謝申し上げたい。本報告

書が、人事労務管理上の実務に役立つとともに、今後の労働契約法制のあり方に関する議論

に資することができれば幸いである。 

 

2014 年 12 月 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 
理事長  菅 野 和 夫 
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